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概要 

本稿では，世代別積立方式に基づく公的年金制度システムにおいて，地域差を考慮した場合の検討

を行う．従来の研究では全国平均の統計データを用いてシミュレーションを行っていたた

め，世代別積立方式における地域差を見ることができなかった．しかし，近年の日本では

行政サービスのニーズが多様化しており，全国一律ではなく，地域の特性を考慮したより

きめ細やかな制度の設計や運営が求められている．公的年金制度の場合，保険料率または

給付水準の改定は物価や賃金の水準によって行われるが，物価や賃金の水準は全国一律で

はなく，地域によって異なる．本稿は，世代別積立方式に基づいた公的年金制度シミュレ

ーションにおいて人口，所得，就業率などの地域差が与える影響を明らかにするものであ

る．47 都道府県の統計データを用いることで，より現実的なシミュレーション結果を示す

ことが可能になった． 

 

Abstract 

In this paper, we examine regional differences for Public Pension Planning using generation-based 

funding scheme. In the conventional method, because the simulation was conducted using only 

nation-wide data, we can not see regional differences under the generation-based funding scheme. In 

order to fit government services more suitable according to regional needs, several regional statistics 

such as population, income, prices should be considered in a simulation. In this paper, we develop a 

system according to regional statistics of 47 local prefectures in Japan, so that we can see regional 

differences in Public Pension Planning. 
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1.  はじめに 

 日本の公的年金制度は事実上の賦課方式で運営されている．そのため，人口構造が変化

すると保険料額と年金額の変更が必要になる．人口構造の変化に起因する保険料額と年金

額の変更は，保険料負担と年金給付の関係に格差をもたらし，世代間格差の原因になる．

また少子高齢化によって財政収支が悪化しており，財政的持続可能性の点でも問題が生じ

ている． 

 過去に番匠ら[1]は，少子高齢社会においても世代間公平性と財政的持続可能性を実現す

るための公的年金制度の財政方式として「世代別積立方式」を提案してきた．世代別積立

方式とは，その名のとおり，世代別に保険料を積み立てる財政方式である．世代別積立方

式は，予測が困難な出生率を考慮せずに政策変数を決定できる点や世代間の所得転移が原

則として必要ない点など人口構造の変化に対して頑強な財政方式である．さらに賃金上昇

率や運用利率が変化する中でも出生年に依らず一定の負担給付比率を維持することが可能

であり，経済的要素の変化に対しても頑強な財政方式である． 

 これまでの研究では全国平均の統計データを用いてシミュレーションを行っていたため，

世代別積立方式における地域差を見ることができなかった．しかし，近年の日本では行政

サービスのニーズが多様化しており，全国一律ではなく，地域の特性を考慮したよりきめ

細やかな制度の設計や運営が求められている．公的年金制度の場合，保険料率または給付

水準の改定は物価や賃金の水準によって行われるが，物価や賃金の水準は全国一律ではな

く，地域によって異なる．本研究は，世代別積立方式に基づいた公的年金制度シミュレー

ションにおいて人口，所得，就業率などの地域差が与える影響を明らかにするものである．

47 都道府県の統計データを用いることで，より現実的なシミュレーション結果を示すこと

が可能になった． 

 

2.  地域別年金額の算定 

2.1  世代別積立方式 

 世代別積立方式の概要を図 1 に示す．世代別積立方式は，退職後の所得保障を目的とす

る世代別積立金と世代別積立金の実質価値維持を目的とする変動準備金からなる．貨幣価

値の変化は世代別積立金の実質価値に変化をもたらす．そこで世代別積立金の実質価値を

維持するため，世代別積立金を金融市場で運用し，その運用益で実質価値の変化分を補填

する．運用益が余る場合には余剰分を変動準備金に積み立て，運用益が不足する場合には

変動準備金を取り崩して世代別積立金の実質価値を維持する．また，変動準備金が赤字に

なる場合にはその赤字分を国庫負担で補填する． 
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図１ 世代別積立方式の概念図 

 

 

2.2  地域別年金額の算定方法 

 本研究では，現行の厚生年金のような納付金額比例年金を用いて年金額の算定を行う．

保険料率は全国一律だが，所得に応じて保険料額は変わるため，所得が高い地域では保険

料額，年金額ともに高くなり，所得の低い地域では保険料額，年金額ともに低くなる． 

 

3.  地域差を考慮した制度設計 

3.1  人口構造の変動 

 本稿では地域別年齢別の初期人口，年齢別時間別の生存率，地域別時間別の出生数を所

与として地域別年齢別人口の変動をモデル化する．t 年においてa 歳である世代は， 1+t 年

に 1+a 歳になる．そのときの地域d における人口 ),,( datP の変化は， 

 
),,(),,(),1,1( datPdatLdatP =++            (1) 

となる．ただし， ),,( datL は生存率である．世代別に見た人口は死亡だけでなく出入国に

よっても変化するが，簡単化のため本稿では死亡による変化のみを考慮することとする．

なお生存率は全地域で一律とする． 

 

3.2  賃金構造の変化 

 本稿では平均賃金の初期値，時間別の賃金上昇率を所与として平均賃金の変動をモデル

化する．平均賃金 )(tW の変化は， 

 
)())(1()1( tWttW ω+=+             (2) 

 
となる．ただし， )(tω は賃金上昇率である． 
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3.3  政策変数の決定 

3.3.1  運用益積立比率 

 世代別積立金を運用して得られる運用益は世代別積立金の実質価値を維持するために一

部が世代別積立金に積み立てられる． t 年においてa 歳である世代の世代別積立金 ),( atS

に対する運用収入 +Δ 1S は， 

 

),()()(),(1 atSttatS θκ=Δ +             (3) 

 
となる．ただし， )(tθ は運用利率であり， )(tκ は当該世代の世代別積立金から得られた運

用益のうち実際に当該世代の世代別積立金に積み立てられる運用益の比率（運用益積立比

率）である．貨幣価値の変化により生じる世代別積立金の実質価値の変化分を運用収入に

よって補填する場合， t 年を基準時点とした ),(),( 1 atSatS +Δ+ の実質価値 

 

),(
)(1

)()(1)),,(),(Re( 1 atS
t

tttatSatS
ω
θκ

+
+

=Δ+ +           (4) 

 
が， ),( atS に等しくなるよう )(tκ を決定すればよく， )(tκ は， 

 

)(
)()(

t
tt

θ
ωκ =              (5) 

 

となる．したがって，運用収入 +Δ 1S は， 

 

),()(),(1 atStatS ω=Δ +             (6) 

 
となる．なお， )()( tt θω > で運用益が不足する場合には，変動準備金から不足分の

),())()(( atStt θω − を補填する． 

 

3.3.2  保険料と給付水準 

 世代別積立金は，運用収入だけでなく，保険料収入と年金支出によっても変化する．保

険料収入 ),(2 atS +Δ は，保険料率 ),( atα と年齢別の就業者数 ),,(),,( datPdatH ，さらに地域

別年齢別の平均賃金 )(),,( tWdatC に比例し， 

 

∑
=

+ =Δ
D

d
datPdatHtWdatCatatS

1
2 ),,(),,()(),,(),(),( α          (7) 
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となる．ただし， ),,( datC は全就業者の平均賃金に対する地域別年齢別の平均賃金の比率

（以下，賃金構造比率と呼ぶ）， ),,( datH は就業率，D は地域数である． 

 年金支出 ),( atS −Δ は，給付水準 ),( atβ ，平均納付率 ),( atρ ，人口 ),,( datP ，さらに全就

業者の平均賃金 )(tW に比例し， 

 

),,()(),(),(),( datPtWatatatS ρβ=Δ −           (8) 

 
となる．ただし， ),( atρ は当該世代の全人口に占める納付者数の比率を平均した値である． 

運用収入，保険料収入，年金支出を合わせた世代別積立金の収支 ),( atSΔ は， 

 

⎪
⎪
⎪

⎩

⎪
⎪
⎪

⎨

⎧

≤≤
Δ−Δ

<≤
Δ+Δ

<≤

=Δ
−+

++

)),((
),,(),(

)),(),((
),,(),(

)),(0(,0

),(

1

21

ξν

νλ

λ

aat
atSatS

ataat
atSatS

ata

atS           (9) 

 
となる．ただし， ),( atλ は保険料の納付開始年齢， ),( atν は年金の給付開始年齢，ξ は最

長寿命である．納付開始年齢未満の時点では収支がゼロであり，世代別積立金に変化はな

い．納付期間中には運用収入と保険料収入が生じ，給付期間中には運用収入と年金支出が

生じる． 
 ここで，T 年において A歳である世代の世代別積立金が ),( ATS である場合に保険料率

),( ATα と給付水準 ),( ATβ を決定することを考える．当該世代の人口がゼロになる時点は

1++− ξAT であり，この時点における当該世代の世代別積立金 )1,1( +++− ξξATS は， 

 

∑
−

=
++Δ+=+++−

A

i
iAiTSATSATS

ξ
ξξ

0
),(),()1,1(         (10) 

 
となる． )1,1( +++− ξξATS がゼロになるよう保険料率と給付水準を決定すれば，当該世

代の世代別積立金に対する保険料の総収入の実質価値と年金の総支出の実質価値が均衡す

るが，将来の賃金上昇率や就業率がT 年において既知でないため， )1,1( +++− ξξATS の

予測値 )1,1(ˆ +++− ξξATS に基づいて保険料率と給付水準を毎年更新することとする．ま

た，将来の保険料率と給付水準は一定であると仮定して ),( ATα と ),( ATβ を決定する．さ

らに，保険料率と給付水準には上下限があるため， )1,1(ˆ +++− ξξATS がゼロに最も近く

なるように ),( ATα と ),( ATβ を決定する． ),( ATα と ),( ATβ の決定問題を式(11)に示す． 
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βββααα

ξξ
βα

≤≤≤≤

+++−

),(,),(

tosubject

))1,1(ˆ( 2

),(),(
min

ATAT

ATS
ATAT

         (11) 

 

ただし，α は保険料率の下限であり，α は保険料率の上限である．β は給付水準の下限で

あり，β は給付水準の上限である． 
)1,1(ˆ +++− ξξATS を 導 出 す る た め に は ， 生 存 率 の 予 測 値 ),(ˆ iAiTL ++ , 

Ai −= ξ,,0 L と賃金上昇率の予測値 )(ˆ iT +ω , Ai −= ξ,,0 L が必要である．また，

1),(),( −<≤ ATAAT νλ の場合，就業率の予測値 1),(,,1),,,(ˆ −−=++ AATidiAiTH νL ，

賃金構造比率の予測値 1),(,,1),,,(ˆ −−=++ AATidiAiTC νL と平均納付率の予測値 ),(ˆ ATρ

が必要である．生存率の予測には修正リー・カーター法[2]を用いることとする．賃金上昇

率の予測手法は確立されていないため， 

 

AijTiT
j

−=−=+ ∑
=

ξωω ,,0,)(
10
1)(ˆ

10

1
L          (12) 

 

により過去 10 年の実績値の平均値を将来の予測値として用いることとする．就業率および

賃金構造比率の変化は比較的緩やかであるため， 

 

1),(,,1),,,(),,(ˆ −−=+=++ AATidiATHdiAiTH νL        (13) 

1),(,,1),,,(),,(ˆ −−=+=++ AATidiATCdiAiTC νL        (14) 

 

によりT 年の値をそのまま予測値として用いることとする．保険料の納付率は，経済的要

因の他にも影響を受けるが，本稿では簡単化のために就業者の全員が保険料を納付するこ

ととする．就業者の全員が保険料を納付する場合，保険料の納付率は就業率によって定ま

る．そこでT 年以前の就業率の実績値と 1+T 年以降の就業率の予測値から，当該世代の平

均納付率の予測値を求めることとする． 

 

⎭
⎬
⎫

+++
⎩
⎨
⎧

−−×
−
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−−

=

−

=

1),(

1

),(

0
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1),(ˆ

AAT
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j
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ρ (15) 

 

 現行の公的年金制度では，基礎年金支出の一定割合の額の国庫負担が毎年投入されてい

る．財政的持続可能性を考えれば国庫負担は必要であるが，適切に行われなければ国庫負

担が多かった世代とそうでない世代の間で負担給付比率が異なり，世代間公平性が損なわ
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れる． 

 世代別積立方式の場合，納付期間と給付期間が適切に設定されて政策変数に十分な余裕

があれば，保険料収入の実質価値と年金給付支出の実質価値が等しく，負担給付比率が１

になる．世代間公平性の観点からすると負担給付比率が一定である必要があるが，必ずし

も１である必要はない．そこで，保険料の一定割合を企業（雇用主）と国庫から負担する

こととする．ただし，保険料の負担比率が変化すると負担給付比率も変化するため，全期

間および全世代を通して一定にする必要がある． 

 

3.3.3  納付金額比例年金 

 各地域の年金額を決定するため，保険料の納付額に基づいて同世代内における各地域の

相対的な負担率を求め，その負担率を式(8)の年金支出 −ΔS に乗じる． t 年においてa 歳で

ある地域d の相対負担率 ),,( datγ を式(18)に，当該時点において当該地域に配分される年

金額 ),,( datQ を式(19)に示す． 
 

∑
=

= D

d
datm

datmdat

1
),,(

),,(),,(γ            (18) 

−Δ= SdatdatQ ),,(),,( γ            (19) 

 
ただし， ),,( datm は当該地域が納付した保険料を貨幣価値の変化を考慮して積算した金額

である． 

 

4.  シミュレーション 

4.1  アルゴリズム 

 シミュレーション・アルゴリズムは下記のとおりである． 

Step 1. 初期化 

年齢別生存率，賃金上昇率，運用利率の時系列データを作成する．実績値や予測値がな

い場合には正規乱数を生成して作成する． 

Step 2. 保険料率と給付水準の算出 

当該世代が納付期間中もしくは給付期間中にあれば式(11)の最適化問題を解く．納付期

間中にあれば保険料率と予定給付水準を算出し，納付期間中であれば給付水準のみを算

出する． 

Step 3. 世代別積立金の更新 

当該世代が納付期間中であれば，運用収入と保険料収入から世代別積立金を更新する．
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給付期間中であれば，運用収入と年金給付支出から世代別積立金を更新する． 

Step 4. 人口数の更新 

年齢別生存率から当該世代の人口数を更新する． 

Step 5. 年齢の更新 

年齢を更新する．最長寿命を超えればStep 6に進み，さもなければStep 2に戻る． 

Step 6. 変動準備金の更新と国庫負担の算出 

賃金上昇率，運用利率および世代別積立金の合計から変動準備金を更新する．また，保

険料総額に国庫負担比率を乗じて国庫負担を算出する． 

Step 7. 平均賃金の更新 

賃金上昇率に基づいて前世代の平均賃金を更新する． 

Step 8. 時間の更新 

時間を更新し，シミュレーション終了時点を超えれば終了し，さもなければ Step 2 に

戻る． 
 
4.2  データ 

 シミュレーションを行うために予め必要になるデータを人口データ，経済データ，政策

データおよびその他のデータに分けて説明する．本稿では，これから保険料を納付する世

代である 1990 年以降生まれの世代に対して提案方式を適用した場合のシミュレーション

を行う．シミュレーション期間は 2005 年から 2120 年とする． 
 
4.2.1  人口データ 

図 2 に 1990 年から 2005 年までの人口の実績値および推定値を示す．シミュレー

ション開始時点は 2005 年であるが，世代別に平均寿命を予測するためにそれ以前の

データも必要である．本稿では，総務省[3]が公開している人口推計の結果を実績値

として用いる．ただし，90 歳以上のデータが年齢別にないため，指数関数で 90 歳

以上のデータを補完する． 
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図２ 人口データ 
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図３ 都道府県別人口分布 
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図４ 出生数 
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図５ 都道府県別出生分布 

 

 

図 3に人口分布率を示す．人口分布率は，総務省[3]が公開している国勢調査の結果（2005

年調査）を用いて，全人口に対する各地域の人口の割合を算出したものである．人口分布

率は，全期間一定の値とする． 

図 4に 2006年から2120年の出生数を示す．本稿では，国立社会保障・人口問題研究所

[4]が公開している将来推計の結果（2002年推計）を用いる．ただし，将来推計は2100年
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までしか行われていないため，2101年以降の出生数には2100年の値を用いる． 

 図 5に出生数分布率を示す．厚生労働省[5]が実施している人口動態統計の結果を用いて，

全国出生数に対する地域別出生数の割合を算出したものである．出生数分布率は，全期間

一定の値とする． 

 生存率 ),( atL は常に変化しているが，その予測は比較的容易であるため，修正リー・カ

ーター法[2]に基づく予測値をそのまま用いる． 

 

4.2.2  経済データ 

図 6 に 47 都道府県の就業率 ),,( datH ，図 7 に賃金構造比率 ),,( datC を示す．総務

省[3]が公開している国勢調査の結果（2005 年調査）から就業率を推定する．ただし，

85 歳以上の就業者数と総人口のデータがないため，それぞれを指数関数で補完し，85

歳以上の就業率を推定する．国勢調査の結果と厚生労働省[5]が実施している賃金構

造基本統計調査の結果（2005 年調査）から賃金構造比率を推定する．ただし，賃金構

造基本統計調査の結果は 5 歳毎にしかないため，15 歳から 64 歳までを 2 次関数で補

完し，65 歳以上を指数関数で補完する．65 歳以上の平均賃金が 64 歳の平均賃金を上

回る地域は，65 歳以上の賃金構造比率に 64 歳の値を使用した．就業率と賃金構造

比率の変化は緩やかであるため，全期間を通して一定とする． 
賃金上昇率 )(tω と運用利率 )(tθ は予測が困難であるが，それらの変化の範囲はある程度

限られている．そこで，正規分布に従う乱数を生成するため平均値と標準偏差を賃金構造

基本統計調査（1990-2000 年調査）から求める．また，厚生年金の運用実績（1990-2000 年

実績）から運用利率の平均値と標準偏差を求める．それぞれの平均値と標準偏差を表１に

示す． 

 

 

表１ 経済データ 

 

経済データ 予測値 

賃金上昇率（平均） 1.68% 

賃金上昇率（標準偏差） 1.65 

運用利率（平均） 4.99% 

運用利率（標準偏差） 1.06 
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表２ 政策データ 

 

政策データ 設定値 

保険料率（下限） 0.00%

保険料率（上限） 21.35%

受益率（下限） 50%

受益率（上限） 100%

保険料負担率（被保険者） 3/7

保険料負担率（雇用者） 3/7

保険料負担率（政府） 1/7

 

表３ その他のデータ 

 

データ 推定値 

最低就業年齢 15 歳

最高就業年齢 99 歳

最長寿命 119 歳

 

 

4.2.3  政策データ 

 表 2に世代別積立方式に必要な政策データを示す．保険料率（個人分＋企業分）の上限

を18.3%とすることが2004年度の年金制度改正で定められており，その上限に合うよう国

庫分も合わせた保険料率（個人分＋企業分＋国庫分）の上限を21.35%に設定する．給付水

準は，2004年度の年金制度改正で定められた値である． 

 

4.2.4  その他のデータ 

 表 3に最低就業年齢，最高就業年齢および最長寿命の仮定値を示す．平均寿命の延びに

合わせて年金の給付開始年齢も延びるため，給付開始年齢より十分に高齢の99歳を最高就

業年齢とし，100歳以上の就業者は全期間を通していないものとする．また，近年では120

歳近くまで最高寿命が延びているため，それに合わせ最長寿命を119歳とする． 

 

5.  シミュレーション結果 

1990年生まれ世代の各地域における所得代替率を図8に示す．所得代替率とは，勤労期 
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図８ 地域別所得代替率 

 

 

の地域毎の所得に対する受け取る年金の割合を表したものである． 

先行研究方式では地域所得の差を考慮しないため，年金月額は全国一律236,517 円であ

り，所得代替率は各地域で異なる．勤労期所得の高い地域では所得代替率は低くなり，東

京都47%，神奈川県52%，大阪府54%がワースト3となった．逆に勤労期所得の低い地域で
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は所得代替率が高くなり，青森県84%，沖縄県83%，秋田県79%がトップ3となった．この

ように地域所得の差を考慮しない場合，所得の高い地域と低い地域で将来受け取る年金の

実質的価値に大きな差が生まれる．同じ年金額でも住む地域が違えば，生活していく上の

費用に違いが生じるのである． 

そこで本研究では地域所得の差を考慮した場合のシミュレーションを行った．保険料の

納付金額に比例した年金給付を行うため，所得代替率は全国で59%前後の値を示した．59%

という値は，給付水準 ),( atβ の値に基づいており，財政的な面から最適化された値である．

年金月額をみてみると，先行研究方式では全国一律236,517 円であったのに対して，ワー

スト3であった地域では東京都307,230円，神奈川県273,089 円，大阪府268,982円とな

り，トップ3であった地域では青森県166,380円，沖縄県170,259円，秋田県177,369 円

となった． 

 

6.  おわりに 

本稿では，世代別積立方式に基づく公的年金制度において地域所得を考慮した際の年金

額の算出を行った．また所得代替率を用いて，地域別に勤労期の所得に比べて老後の年金

をどの程度受け取ることができるかを検証することで，地域所得に見合った年金額の算定

を行う必要性を示した． 

しかし，今回のシミュレーションでは地域間での人口の流出入を考慮していない．仮に，

勤労期に所得の低い地域で過ごし，退職後に所得の高い地域に移住した場合は，生活する

上で十分な年金を受給できない可能性がある．今後の研究ではその点に関しても考慮して

いく必要があると考える． 

参考文献 

[1] 番匠大輔，田村坦之，村田忠彦: 世代間公平性と財政的持続可能性を実現するための

不確実性下における公的年金の最適計画，システム制御情報学会論文誌，Vol.51，No.10，

pp.396-403 (2007) 

[2] 小松隆一: リレーショナル・モデルによる日本の将来生命表の試み，人口問題研究，

Vol.58，No.3，pp.3-14 (2002) 

[3] 総務省，http://www.stat.go.jp 

[4] 国立社会保障・人口問題研究所，http://www.ipss.go.jp 

[5] 厚生労働省，http://www.mhlw.go.jp 


	33表紙
	注意.pdf
	DP-33-November-Sawa

